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2 6,7,45 下水道法に基づく鳴瀬川流域下水道事業の事業用資産（排水施設及び

処理施設）の一式（鹿島台浄化センターにおける移動式脱水車車庫及

び管路等を除く）に設定される権利

下水道法に基づく鳴瀬川流域下水道事業の事業用資産（排水施設及び

処理施設）の一式（管路等を除く）に設定される権利

3 11 研究協力の追記及び流域下水道事業から研究協力を削除

上工下水それぞれに以下を追加

・研究機関等の要請に応じた試験研究等への協力

・研究機関等の要請に応じた下水汚泥等を利用した試験研究等への協力

4 11 ・県の要請に応じた大雨時及び地震発生時等の一部の管路の点検調査 ・県の要請に応じた大雨時及び地震発生時の一部の管路の点検調査

5 15 ただし，研究機関等の要請に応じた試験研究等への協力については，大

学等を対象とした無償協力も想定される。

ただし，研究機関等の要請に応じた下水汚泥等を利用した試験研究等へ

の協力については，大学等を対象とした無償協力も想定される。

6 16 2)運営権者収受額等の提案 2)運営権者収受額の提案

7 17 応募者は，県が提示する条件下において本事業期間全体にわたって義務

事業及び附帯事業の実施に必要となる額（以下「運営権者収受額」とい

う。）に本事業期間終了時の残存価値相当額を加えた額（以下「運営権

者提案額」という。）を，9個別事業ごとに提案する。その際，運営権者提

案額は，県の提示する9個別事業ごとの提案上限額を上回らないものと

し，応募者は，運営権者提案額の提案に当たって，運営権者収受額の

構成項目ごとの内訳及び本事業期間終了時の残存価値相当額を示すこと

とする。

応募者は，県が提示する条件下において本事業期間全体にわたって義務

事業及び附帯事業の実施に必要となる額（以下「運営権者収受額」とい

う。）を，9個別事業ごとに提案する。その際，運営権者収受額は，県の

提示する9個別事業ごとの提案上限額を上回らないものとし，応募者は，

運営権者収受額の提案に当たって，運営権者収受額の構成項目ごとの内

訳を示すこととする。

8 17 改築費総額から本事業期間終了時の残存価値相当額を除いた額をいう。 運営権者収受額の提案においては，運営権者が負担することとなる改築

費総額をいう。

9 21 また，税制の変更により義務事業及び附帯事業に係る費用が著しく増減す

る場合，県及び運営権者は，協議により，必要に応じて運営権者収受

額の臨時改定を行う。

また，税制の変更により義務事業及び附帯事業に係る費用が著しく増減す

る場合，県及び運営権者は，運営権者収受額の臨時改定を行う。
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10 22 ただし，流域下水道事業においては，事業開始日から令和5年3月31日

までの改築計画は県が提示する内容とし，運営権者は原則としてその内容

を含めた改築計画書（案）を作成するものとする。

ただし，流域下水道事業においては，事業開始日から令和5年3月31日

までの改築計画は県が提示する内容とし，運営権者はその内容を含めた改

築計画書（案）を作成するものとする。

11 25 第二次審査書類の提出期限を令和3年1月に修正 令和2年12月

12 25 運営権設定及び実施契約の締結時期を以下に修正

厚生労働大臣による運営権設定に係る許可取得後速やかに

令和3年10月、令和3年12月

13 25 以下、「提出期限」を「受付期限」に修正

第一次審査書類の受付期限

第二次審査書類の受付期限

第一次審査書類の提出期限

第二次審査書類の提出期限

14 25 スケジュールに以下を追加

募集要項等（募集要項，要求水準書（案），優先交渉権者選定基

準，基本協定書（案），実施契約書（案），モニタリング基本計画書

（案），関連資料集等）の公表

募集要項等（募集要項，要求水準書（案），優先交渉権者選定基

準，基本協定書（案），実施契約書（案），関連資料集等）の公表

15 26 委員の追加

佐野 大輔 東北大学大学院環境科学研究科准教授

滝沢 智  東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻教授

16 28 第167条 第167

17 29 外国為替及び外国貿易法第26条第1項第3号又は第4号に該当する者

（外国為替及び外国貿易法の一部を改正する法律（令和元年法律第

60号）の施行後にあっては，同法第26条第1項第3号、第4号又は第5

号に該当する者）にあっては，同法第27条第1項の規定により，3.5.2に

記載する特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）の株式の取得につい

て，対内直接投資等に係る事前届出を行い，その結果，当該対内直接

投資等に対して中止勧告を受けた者，又は変更の勧告を受け，当該勧

告に応諾しない者でないこと。

外国為替及び外国貿易法第26条第1項第3号又は第4号に該当する者

にあっては，同法第27条第1項の規定により，3.5.2に記載する特別目的

会社（以下「ＳＰＣ」という。）の株式の取得について，対内直接投資等

に係る事前届出を行い，その結果，当該対内直接投資等に対して中止

勧告を受けた者，又は変更の勧告を受け，当該勧告に応諾しない者でな

いこと。

18 34 仙南・仙塩広域水道用水供給事業における姥ヶ懐調整池については、令

和4年7月に供用開始予定である。

仙南・仙塩広域水道用水供給事業における（仮称）連絡管調整池（令

和3 年中に工事完了予定）。
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19 40 「運営権者が付保すべき保険については，要求水準書（案）に示す。」の

一文を削除

運営権者は，その他に本事業等運営の安定性の確保に必要と考える保険

を自らの判断で適宜付保するものとし，付保した保険契約の内容及び保険

証書の内容については，県へ通知するものとする。

運営権者が付保すべき保険については，要求水準書（案）に示す。運営

権者は，その他に本事業等運営の安定性の確保に必要と考える保険を自

らの判断で適宜付保するものとし，付保した保険契約の内容及び保険証

書の内容については，県の確認を得るものとする。

20 43 姥ヶ懐調整池 （仮）連絡管調整池

21 43 制御室等 制御室

22 43 令和4年7月供用開始予定の施設である。 本事業開始日までに稼働予定の施設である。

23 48 この場合，運営権者は，実施契約の定めるところにより，県又は県の指定

する者に対し，本事業等の引継ぎを行う義務を負うものとし，水道用水供

給事業及び工業用水道事業において運営権者の支出した運営権設定対

象施設の改築に係る費用及び本事業等に係る運営権者が所有する資産

等については，1.1.9 - 4)- ③及び④と同様の取扱いとする。

この場合，運営権者は，実施契約の定めるところにより，県又は県の指定

する者に対し，本事業等の引継ぎを行う義務を負うものとし，運営権者の

資産等については，1.1.9 - 4)- ③及び④と同様の取扱いとする。

24 52 8.2を削除 8.2 実施方針に対する質問の受付

25 別紙3-1 天災（暴風，洪水，高潮，地震その他異常天然現象），人為的事象

（戦争，テロ，暴動等），その他（疫病，放射能汚染，放火等），

通常予見可能な範囲外のものであって，本事業等の実施に直接かつ不利

な影響を与える事象のうち，実施契約に定める一定の要件を満たした事象

天災（暴風，洪水，高潮，地震その他異常天然現象），人為的事象

（戦争，テロ，暴動等），その他（放射能汚染，放火等），通常予

見可能な範囲外のものであって，本事業等の実施に直接かつ不利な影響

を与える事象のうち，実施契約に定める一定の要件を満たした事象

26 別紙3-1 法令・通知又は県条例若しくは計画等の変更による新たな設備投資に係る

費用

上記の法令・通知等の変更による新たな設備投資に係る費用

27 別紙3-1 法令・通知又は県条例若しくは計画等の変更による運営権者の費用の増

減

上記以外の法令・通知等の変更による運営権者の費用の増減
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28 別紙3-1 水道用水供給事業，工業用水道事業又は流域下水道事業における公

共施設等運営事業のみに適用され，運営権者に不利な影響を及ぼす県

条例及び計画等の変更

負担者

県〇2,3

県2,3

運営権者2,3

29 別紙3-1 上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助金交付要綱 水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助金交付要綱

30 別紙3-2 税制変更

水道用水供給事業，工業用水道事業又は流域下水道事業における公

共施設等運営事業のみに適用され，運営権者に不利な影響を及ぼす国

税の変更

負担者

県/運営権者2,3

県〇

運営権者〇

31 別紙3-2 税制変更

水道用水供給事業，工業用水道事業又は流域下水道事業における公

共施設等運営事業のみ適用され，運営権者に不利な影響を及ぼす県税

の変更

負担者

県〇2,3

県〇

32 別紙3-2 第三者損害

既存の運営権設定対象施設の存在そのものが近隣住民等に損害を及ぼす

施設由来の第三者損害

既存施設の存在そのものが近隣住民等に損害を及ぼす施設由来の第三者

損害

33 別紙3-3 国補助金制度の変更等

国補助金制度が変更される場合

国補助金制度が変更される場合及び国補助金等の要望額に対して交付

額が相違する場合
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34 別紙3-3 国補助金制度の変更等

国補助金等の要望額に対して交付額が相違する場合

負担者

運営権者〇4

脚注4　改築業務に要する費用を、国補助金等の交付額をもとに算出され

た額とすることにより、改築業務の内容が要求水準を満たさないこととなる場

合を除く。

35 別紙3-3 運営権設定対象施設に瑕疵があった場合（本事業終了日より1年以内に

限る）

運営権設定対象施設に物理的な瑕疵があった場合（本事業終了日より1

年以内に限る）

36 別紙3-５ 関連業務

関連業務の採算性の悪化，事業の不履行

負担者

運営権者○8

脚注8  運営権者と関連業務要請者との間で別途締結される契約の定め

に従うものとする。

37 別紙4-2 第7幹線流量計室 第7幹線流量計

38 別紙4-3 姥ヶ懐調整池に係る以下の制御室等を追加

長岡制御室

東足立制御室

姥ヶ懐トンネル流量計
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